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光通信システム技術の変遷と今後の展開

1．ま え が き

　髪の毛ほどの太さの光ファイバを通信媒体として用い
るための本格的な研究開発が開始されたのは，英国STL研
究所のCharles Kuen Kao博士（2009年ノーベル物理学賞受
賞）による光ファイバ伝送の将来性に関する論文が発表さ
れた1966年といわれている。その後，実用的な光ファイバ
の製造と半導体レーザの連続発振の成功によって1970年が

“光ファイバ通信の元年”と位置付けられている（1）。
　三菱電機の光通信システム事業は，1980年代初頭，当時
の有線通信システムの技術者を集めて産声を上げた。そ
の後1980年代半ばにアクセスネットワーク分野へ参入
し，2004年のGE−PON（Gigabit Ethernet−Passive Optical 
Network）システム製品化によって我が国のFTTH（Fiber 
To The Home）の普及に大きく貢献した。一方，バックボー
ンネットワーク分野でも，1994年に光海底ケーブル市場に
参入して以来，世界の様々な光ケーブルプロジェクトに参
画しており，WDM（Wavelength Division Multiplexing）
技術によって情報通信インフラを支え続けている。
　本稿では，２章で光通信システムに関する当社事業を取
り巻く環境を述べる。３章で当社の事業や技術の変遷を振
り返り，４章で今後の取組みについて述べる。

2．事業を取り巻く環境

　1980年代に北米でサービスが開始されたインターネットは，
1990年代後半に世界規模で普及が進み，今日ではデータトラ
フィックに加え，電話などの実時間性の高いトラフィックや
映像などの情報量の多いトラフィックも扱えるように進化し
ている。一方，1990年代の携帯電話の登場や近年のスマート
フォンの普及によって情報発信源の増加とともに１つの情報
源が発信する情報量も増加の一途をたどっている。
　このように爆発的に増大するデータトラフィック需要を
満たすため，大容量伝送に適した光ファイバを用いた光通
信ネットワークが発展してきたと言える（図１）。
　情報通信ネットワークは，大きく通信設備センター間を
結ぶコアネットワークと家庭やオフィスなどのユーザーと
通信設備センターとを結ぶアクセスネットワークによって
構成される。我が国では，コアネットワークでは1981年
から，アクセスネットワークでは，翌1982年から数M 〜
100Mbps級の光通信システムの導入が始まった。
　コアネットワークでは，大容量化・長距離化による経
済性が求められており，1980年代前半にETDM（Electrical 
Time Division Multiplexing）技術による高速化が進展，
1990年代になると光アンプとWDM技術の活用，さらに
2000年代になると誤り訂正技術とデジタルコヒーレント技
術の適用によって大容量化が進み，現在では光ファイバ
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図１．光ファイバ通信伝送容量の変遷
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あたり数Tbpsを低コストで伝送できるようになった。ま
た，10,000kmを超える超長距離海底ケーブルシステムや，
アクセスネットワークと効率良く接続するリング構成の
ROADM（Reconfigurable Optical Add Drop Multiplexer）
システムなど様々な形態のネットワークが実現されている。
　一方アクセスネットワークに目を向けると，経済性とIP

（Internet Protocol）通信との親和性から，ホーム向けには
光スプリッタによって通信設備センターとユーザー間を１
対多で接続するPONシステムが，ビジネス向けには通信
設備センターとユーザー間を１対１で接続する10Gbpsの
伝送容量を持つメディアコンバータが導入されている。

3．事業や技術の変遷

3. 1　コアネットワーク
3. 1. 1　コアネットワークシステム事業
　コアネットワークは主に都市部に展開されるメトロネッ
トワークと基幹網となるバックボーンネットワークに分け
られる。当社は，メトロネットワーク対応のシステムとし
て，2002年にWDM技術を適用した最大伝送容量400Gbps

（10Gbps×40波長）の，また翌2003年には800Gbps（10Gbps
×80波長）のWDM伝送システムを開発した（2）。その後，リ
ング構成，リニア構成への適用を進めるとともに，2010年
以降には40Gbpsトランスポンダ，100Gbpsトランスポン
ダを順次製品化した（3）。
　次にバックボーンネットワーク対応のシステムとして，
2002年に１ファイバあたりの伝送容量が960Gbps（10Gbps
×96波長）の光海底ケーブルシステム用中継器と陸上端局
装置を開発した（4）。また，2011年には40Gbpsトランスポ
ンダを開発し，伝送距離7,400kmにも及ぶ大洋横断システ
ムに採用された。2013年には100Gbpsコヒーレントトラン
スポンダを開発し，大容量化へ対応している（図２）（5）。

3. 1. 2　コアネットワークを支える技術
　コアネットワークに要求される大容量化実現のため，
キーとなる技術が光送受信技術と誤り訂正技術である。
⑴　光送受信技術
　10Gbps ／ 40Gbpsシステムでは，送信側に，非線形ペナ
ルティとS/N（Signal/Noise）劣化を抑えるため，伝送波長ご
とに光送信レベルを最適化するプリエンファシス技術を採
用した。受信側には，光信号の雑音状態に応じて受信しき
い値を最適化する受信しきい値調整技術を適用している。
　100Gbpsシステムでは，デジタルコヒーレント方式を適
用し，伝送距離に応じた変調方式を採用して非線形ペナル
ティを抑圧するとともに，受信側では強力な波形等化機能
を持つ超高速LSIの採用によって受信感度を向上させ，伝
送性能劣化要因の補償を実現した。
⑵　誤り訂正技術
　10Gbpsシステムでは，リードソロモン符号RS（239，223）と
RS（255，239）を連接し，冗長度14％の誤り訂正符号を適用し
た第２世代FEC（Forward Error Correction）LSIを適用し，
従来のITU−T G.975規程のFEC比で誤り訂正能力の約2dB
の性能アップを実現した。また100Gbpsシステムでは，コ
ヒーレント方式と親和性の高い軟判定符号として低密度パ
リティ検査符号（Low−Density Parity−Check：LDPC）を
開発し，これに２種類の硬判定符号を組み合わせた３重連
接符号を適用した。LSI化に際してはLDPC符号のアルゴ
リズムを改善し，訂正性能と回路規模の最適化を図っている。
⑶　大容量システム監視制御技術
　伝送装置故障や伝送路品質をモニタする監視制御装置

（Element Management System：EMS）には，ネットワー
クの大容量化に伴い，さらに高い信頼性が要求される。
EMS故障による伝送装置の監視停止を防ぐため，EMSに
使用するサーバにはホットスタンバイ方式による冗長化機
能を具備し，監視断時間が発生しないように配慮した。
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図２．当社のコアネットワークシステム製品群
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　また，広域災害への耐力を向上させるため，冗長化した
サーバの遠隔配置を可能とした。遠隔配置実現のために，
冗長化した現用・予備の各サーバは，監視対象である伝送
装置とそれぞれ独立に通信して情報を更新する。この方式
によって，サーバ間での伝送装置の管理情報の授受を不要
とし，サーバ間の伝送帯域が十分に確保できない環境下で
もサーバ冗長化を可能とした。
3. 2　アクセスネットワーク
3. 2. 1　アクセスネットワークシステム事業
　アクセス区間に光スプリッタを配備して，下り光信号
を複数の加入者に分岐し，上り光信号をTDMA（Time 
Division Multiple Access）方式で多重化するPON（Passive 
Optical Network）方式の研究開発が1990年代に開始された。
　 当 社 は，1999年 にATM（Asynchronous Transfer Mode）
ベースのPON伝送技術を適用したATM−PONシステムを
開発し，並行してPON技術とEthernet（注1）技術を組み合
わせたEthernet−PON（EPON）システムの開発を進めた。
2000年代に入りIPサービスを効率よく収容できる光アクセ
スシステム開発の要求が国内で高まり，2004年にギガビッ
トクラスのIPインタフェースを持つGE−PONシステムを
発売し，アクセスネットワークの光化に貢献している（6）。
また，従来の電話サービス，インターネット接続用データ
サービスに加え，映像サービスを提供するため，映像符号
化技術，AV家電技術をベースに，2006年からIPTV技術の開
発に取り組み，2010年にはIP−STBを開発した（図３）（7）。

（注１）　Ethernetは，富士ゼロックス㈱の登録商標である。
3. 2. 2　アクセスシステムを支える技術
⑴　光送受信器技術
　PON方式は，分岐カプラを介して宅内装置を１対多接
続するネットワーク構成である。異なる距離に置かれる宅
内装置からの情報を確実に受信する必要性から，上りバー
スト光送受信技術の実現と広ダイナミックレンジ化の２点

が技術課題であった。
　当社は，局装置（OLT）側では，プリアンプICとリミッ
ティングIC，クロック・データリカバリー ICを開発
し，バースト対応プリアンプの利得制御では連続AGC

（Automatic Gain Control）方式を実現した。また，宅内装
置（ONU）側では光出力レベル制御にフィードフォワード
APC（Automatic Power Control）方式を適用し，これらの
２点の課題を解決した。また実装方式にパッシブアライメ
ント方式を採用し，低コスト化を実現した。
　2012年には，アクセスシステムの大容量化，小型化の
市場要求に合わせ，10G−EPONシステムに適用可能な
IEEE802.3avPR30規格準拠のOLT用光トランシーバを
XFP（10 gigabit small Form−factor Pluggable）サイズで，ONU
用光トランシーバをSFP＋（Small Form−factor Pluggable＋）
サイズで当社製半導体チップを用いて実現し，小型化・省
電力化も図った（8）。
⑵　PON制御技術
　PON制御で核となる技術の１つにTDMA制御技術があ
る。伝送効率を上げるため，通信前に各ONUまでの遅延
時間を測定し，ONUからの送信タイミングを制御するた
めDBA（Dynamic Bandwidth Allocation）方式を採用して
いる。GE−PONシステムでは当社独自のDBA方式を開発
し，特に上りTDMA制御で遅延及びスループットの最適
化を図った。また１対多接続通信に必須な暗号機能として，
IEEE標準のAES（Advanced Encryption Standard）を適用
し，通信の秘匿性を強固なものにしている。
⑶　映像サービス収容技術
　ONUへ の 映 像 サ ー ビ ス 収 容 の た め， 映 像 用ROSA

（Receiver Optical Sub−Assembly）を搭載した３波長（1.31µm，
1.49µm，1.55µm）合分波トリプレクサ光モジュールを新規
開発するとともに，VHF ／ UHF帯からBS ／ CS帯まで
をカバーする広帯域な高周波増幅回路技術を用い，ハイ
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図３．当社のアクセスネットワークシステム製品群
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ビジョン映像の配信も可能なFM一括変換技術を適用した。
また，IP−STBには，H.264動画圧縮技術を適用し，省電力
スタンバイモード（90％省電力）に加え，予約起動，高速起動

（５秒以内）が可能な高速起動スタンバイモード（20％省電力）
を設け，使用シーンに合わせた省電力機能を実装している。

4．今後の展開

　将来の光通信ネットワークを図４に示す。
4. 1　コアネットワーク
　バックボーンネットワークは，今後ますます大容量化が
進み，波長あたりの速度は2016年には400Gbps，2020年に
は1Tbpsになると予想される。当社は今まで培ってきた光
送受信技術，誤り訂正技術を更に高性能化するとともに，
多値変調技術などを開発し，大容量化に対応していく。
　またメトロネットワークでは，より災害に強く信頼性の
高いネットワークが要求される。ハードウェアとしては，
任意の波長を任意の方路に波長の衝突なくパス設定可能な
多方路システムや，任意の速度の波長を効率的に収容変更
するフレキシブルグリッドを実現する。ソフトウェアとし
てはネットワーク全体を仮想化し，管理を簡略・効率化する
SDN（Software−Defined Networking）技術への対応を進める。
4. 2　アクセスネットワーク
　アクセスネットワークの方向性として，無線と有線の
シームレス化と通信と放送の融合の２点が想定される。
　LTE−A（Long Term Evolution−Advanced）サービス展
開によって基地局の収容エリアが半径数kmから数百mに
細かくなることに伴い，数が増える基地局収容にPON技
術を適用することで効率化を図ることができる。また通信
と放送の融合を睨（にら）み，4Kハイビジョン放送の光ファ
イバによる配信も想定される。当社はこれらに対応するた
め，10G−EPONシステムと併せ，次世代PONシステムと
して期待されるWDM−PONなどの研究開発を進めていく。

また，データセンター接続などの大容量化に対応するため，
メディアコンバータの高速化や，スマートグリッドに代表
されるM2M分野へのPONシステムの適用など，これまで
コアネットワークシステムの開発で培った技術をアクセス
ネットワークシステムにも適用し，豊かな情報社会の構築
に貢献していく。

5．む　す　び

　光通信システム技術の変遷と今後の展望について述べた。
　なお，この研究開発の一部は，平成21年度から平成23年
度に実施した総務省の委託研究“超高速光伝送システム技
術の研究開発（デジタルコヒーレント光送受信技術）”及び

“超高速光エッジノード技術の研究開発”の成果である。
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